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第 8-2-4 表 ドイツの学校系統図 
Table 8-2-4: School system, Germany 

 

 
出典： 文部科学省（2023.8）「2023年版諸外国の教育統計」 
注 1) 幼稚園は満3歳からの子どもを受け入れる機関であり、保育所は2歳以下の子どもを受け入れている。 

2) 期間は9年（一部の州は10年）。また、義務教育を終えた後に就職し、見習いとして職業訓練を受ける者は、通常3年間、週に 1〜2日職
業学校に通うことが義務とされている（職業学校就学義務）。 

3) 基礎学校において4年間（一部の州は6年間）行われる。 
4) 生徒の能力・適性に応じて、ハウプトシューレ（卒業後に就職して職業訓練に入る者が主として進む。5年制）、実科学校（卒業後に職業

教育学校への進学や中級の職への就職を目指す者が主として進む。6年制）、ギムナジウム（大学進学を目指す者が主として進む。8年制
又は9年制）のほか、これら2つ又は3つの学校種の教育課程を併せ持つ学校種や、総合的な教育課程を提供し、いずれの学校種の修了
資格も取得可能な総合制学校などが設けられている。 
また、後期中等教育段階では、⼆元制の職業教育訓練学校において、企業等の職業訓練性の身分を持つ者が主に就学する職業学校
（週に1〜2日の定時制。通常3年）のほか、職業基礎教育年（全日1年制）、職業専門学校（全日1〜2年制）、職業上構学校
（職業訓練修了者、職業訓練中の者などを対象とし、修了すると実科学校修了証を授与。全日制は1年以上、定時制は通常3年）、上
級専門学校（実科学校修了を入学要件とし、修了者に専門大学入学資格を授与。全日2年制）、専門ギムナジウム（実科学校修了を
入学要件とし、修了者に大学入学資格を授与。全日3年制）など多様な職業教育学校が設けられている。さらに、職業訓練を終えた者等
に上級の職業資格を与える専門学校や、職業従事者等に大学入学資格の取得機会を与える夜間ギムナジウムやコレークなどがある。 

5) 総合大学（教育大学、神学大学、芸術大学を含む）と専門大学がある。修了に当たって標準とされる修業年限は、伝統的な学位取得
課程の場合、総合大学で4年半、専門大学で4年以下、また、国際的に通用度の高い学士・修士の学位取得課程の場合、総合大学でも
専門大学でもそれぞれ3〜4年と1〜2年となっている。 
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第8-2-3表 イギリスの学校系統図
Table 8-2-3: School system, UK

公立・公営学校 独立（私立）学校
［ 部分は義務教育  1)］

出典： 文部科学省（2023.8）「2023年版諸外国の教育統計」
注：

1)

2)

3)

4)

5)

通常6年制の初等学校で行われる。初等学校は、5〜7歳を対象とする前期2年（インファント）と7〜11歳のための後期4年（ジュニア）と
に区分される。両者は1つの学校として併設されているのが一般的であるが、一部にはインファントスクールとジュニアスクールとして別々に設置し
ているところもある。また一部において、インファント（スクール）・ジュニア（スクール）に代えてファーストスクール及びミドルスクールが設けられてい
る。
通常11歳から始まり、7年間続く。公費により維持される中等学校は原則無選抜だが、選抜制の学校（グラマー・スクール）とモダン・スクール
に振り分ける地域も一部にある。義務教育後の中等教育の課程・機関としては、中等学校に設置されているシックスフォームと呼ばれる課程
及び独立の学校として設置されているシックスフォーム・カレッジがある。ここでは、主として高等教育への進学準備教育が行われる。初等・中等
学校は、経費負担などの観点から、地方当局が設置・維持する公立・公営学校及び公費補助を受けない独立学校に大別される。近年、国
の直接補助により維持されるが設置・運営面で独立校に近いアカデミーが増加。
高等教育機関には、大学等がある。これらの機関には、第一学位（学士）（通常修業年限3年間）のほか、各種の専門資格取得のため
の短期の課程もある。高等教育段階には、政府の運営費交付金の付与対象の別を問わず、高等教育機関のほか、継続教育カレッジも含ま
れる。

保育学級（学校）

上記学校系統図はイギリスの全人口の9割を占めるイングランドとウェールズについてのものであり、両地域はほぼ同様の学校制度を有してい
る。スコットランド及び北アイルランドは共通性を持ちつつも特色ある教育制度を形成している。
義務教育は5〜16歳までの11年。ただし、16〜18歳は教育又は見習い訓練に従事すること、あるいはそれらを受けながら週20時間以上の就
労かボランティアに従事することが義務付けられているため、実際の離学年齢は18歳。
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ほかに義務教育後の多様な教育を指す継続教育機関があり、その一部として、主として大学進学の基礎資格となるAレベル試験のための教
育を実施するシックスフォーム・カレッジがある。
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第8-2-4表 ドイツの学校系統図
Table 8-2-4: School system, Germany

［ 部分は義務教育 2)］
出典： 文部科学省（2023.8）「2023年版諸外国の教育統計」

注 1) 幼稚園は満3歳からの子どもを受け入れる機関であり、保育所は2歳以下の子どもを受け入れている。
2)

3) 基礎学校において4年間（一部の州は6年間）行われる。
4)

5)
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また、後期中等教育段階では、二元制の職業教育訓練学校において、企業等の職業訓練性の身分を持つ者が主に就学する職業学校（週
に1〜2日の定時制。通常3年）のほか、職業基礎教育年（全日1年制）、職業専門学校（全日1〜2年制）、職業上構学校（職業訓
練修了者、職業訓練中の者などを対象とし、修了すると実科学校修了証を授与。全日制は1年以上、定時制は通常3年）、上級専門学校
（実科学校修了を入学要件とし、修了者に専門大学入学資格を授与。全日2年制）、専門ギムナジウム（実科学校修了を入学要件とし、
修了者に大学入学資格を授与。全日3年制）など多様な職業教育学校が設けられている。さらに、職業訓練を終えた者等に上級の職業資
格を与える専門学校や、職業従事者等に大学入学資格の取得機会を与える夜間ギムナジウムやコレークなどがある。

ギ
ム
ナ

観察指導段階

3

ジ
ウ
ム

5

基礎学校

職
業
専
門
学
校

実科学校ハウプトシューレ

夜間ギムナジウム等
専門学校

11
12

9

13
8
7

14

18

15

学年

16

17
16
15

21

17

24

13
19

18

10

14
20

23
22

6
11

5

6

8

10

7

3
9

1

4

2

12

年齢

期間は9年（一部の州は10年）。また、義務教育を終えた後に就職し、見習いとして職業訓練を受ける者は、通常3年間、週に 1〜2日職業
学校に通うことが義務とされている（職業学校就学義務）。

総合大学（教育大学、神学大学、芸術大学を含む）と専門大学がある。修了に当たって標準とされる修業年限は、伝統的な学位取得課
程の場合、総合大学で4年半、専門大学で4年以下、また、国際的に通用度の高い学士・修士の学位取得課程の場合、総合大学でも専門
大学でもそれぞれ3〜4年と1〜2年となっている。
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生徒の能力・適性に応じて、ハウプトシューレ（卒業後に就職して職業訓練に入る者が主として進む。5年制）、実科学校（卒業後に職業教
育学校への進学や中級の職への就職を目指す者が主として進む。6年制）、ギムナジウム（大学進学を目指す者が主として進む。8年制又は9
年制）のほか、これら2つ又は3つの学校種の教育課程を併せ持つ学校種や、総合的な教育課程を提供し、いずれの学校種の修了資格も取
得可能な総合制学校などが設けられている。
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